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い層の参加やその活動を適正に地域の意思決定に
反映させる視点を、どのように取り入れていくの
か伺います。

市民との意見交換会や地域活動体験会など
を通じ、参加しやすい町内会や地域活動の

在り方について、数多くの意見やアイデアを頂き
ました。「町内会に関する条例検討委員会」で
は、これらを十分踏まえた上で議論しており、今
後も引き続き、幅広い世代の視点を取り入れなが
ら検討を進めます。

■ 災害対応力を強化する総合防災訓練
昨今、全国的に大規模な自然災害が発生し
ており、本市でもいつ大きな災害が起きる

か分からない状況です。先日開催された札幌市防
災会議では、総合防災訓練の見直し検討を進める
との報告があったと聞いていますが、災害対応力
の強化に向け、総合防災訓練をどのように発展さ
せていくのか伺います。

これまでの総合防災訓練は、地震に限定し
た想定のもと９月の防災週間に実施してき

ましたが、昨今の状況を踏まえ、今後は風水害な
ども想定し、災害時期も含め柔軟な訓練ができる
ように見直しました。 
　さらに、災害対応力向上に向け、より実践的な
住民参加の取り組みや関係機関との一層の連携が
図られるよう、訓練の内容についても検討してい
きます。

■ 厳冬期を想定した防災訓練
本市においては、冬期間に災害があった場
合、被害がより深刻になることは容易に想

像できますが、そのための防災訓練が極めて少な
いと感じています。
　厳冬期を想定した防災訓練の実施と、備蓄品を
含め、より実態に即した対応を検討すべきと考え
ますが、いかがか伺います。

厳冬期の避難を体験することは自助・共助
の観点からも有意義であると認識してお

り、より多くの市民や職員が参加できる訓練を実
施していきます。 
　また、現在も厳冬期の被害想定に基づきさまざ
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■ オリパラ招致とウインタースポーツ都市
オリンピック・パラリンピックの招致を目
指すのであれば、札幌でもう一度開催す

る意義とともに、明確なビジョンに基づくイン
フラ整備や民間投資の促進、関連産業の育成な
ど、未来のまちづくりの方向性をしっかりと整
理し、市民や関係者と共有すべきです。
　オリパラの開催概要計画では、アジア・世界
に誇るウインタースポーツ都市として確固たる
地位を築くことが掲げられていますが、そのた
めの取り組みと、最も効果的な招致のタイミン
グについての考えを伺います。
 

オリパラ招致を契機に、ウインタースポー
ツ文化が市民に根付き、さらには世界中か

らウインタースポーツを楽しむ多くの人々が集
まる、世界に誇るウインタースポーツ都市・札
幌の実現を目指します。そのために、高度な都
市機能と豊かな自然が共存する札幌の魅力を全
世界に発信していく考えです。
　また、招致のタイミングについては、海外候
補都市の情勢も勘案し、さまざまな方々の意見
を聞きながら結論を出します。

■ 幅広い世代の町内会参加と条例
町内会は、市民がまちづくりに参加する入
り口として地域コミュニティー全体をつな

げる役割を果たしてきましたが、加入率の低下
や参加者の高齢化・固定化により、その機能が
衰退しつつあります。
　本市では、町内会の意義や重要性などの理念
を定める条例の制定を検討していますが、幅広
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市政を問う！
～代表質問から～

８人の議員が、市政について
市長などに質問しました。
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は介護職員が37万7,000人不足すると見込んで
います。このような状況についての認識と、その
解消のための施策について伺います。

多くの事業者から人材確保が厳しい状況に
あるとの声が上げられており、重要な課題

と認識しています。
　人材不足の解消には、働きやすい職場づくりを
進めて介護職員の離職を防ぐとともに、幅広い世
代の人材を活用する施策が必要です。そのため、
労働環境の向上につながる研修や説明会の開催な
どに加え、高齢者や主婦などの地域人材の活用の
検討、若年層への啓発活動などに取り組んでいき
ます。

■ 豊平川の河川敷地における雪堆積場
本市では、都心の雪を処理するため、中心
部を流れる豊平川の河川敷地を活用した雪

堆積場を設置してきました。しかし、担い手や機
材の不足が懸念される中、将来にわたり安定的な
除雪事業を行うためには、運搬距離を短縮できる
ような雪堆積場の確保などを、都心周辺で一段と
積極的に行う必要があります。
　そこで、豊平川の雪堆積場について、夏場の利
用者や周辺地域の住民などに配慮しながら、関係
機関と連携してさらに拡大する必要があると考え
ますが、いかがか伺います。

都心周辺には雪堆積場として利用できる土
地がほとんどないため、河川敷地などを最

大限活用すべきと考えており、今年度は、河川管
理者および地域住民と協議して、使用時間などに
一定の条件を設けた上で、新たに３カ所で約20
万㎥の雪堆積場を確保しました。
　来年度以降も、河川敷地の多くが夏場に利用さ
れている実態を踏まえつつ、拡大に向けた協力が
得られるよう、利用者や地域住民、河川管理者な
どの関係機関と協議していきます。

まな対策を行っていますが、今後、現状を検証する
とともに、市民意見などを取り入れながら、備蓄品
の在り方を含めた取り組みを検討していきます。

■ 将来的な介護保険料上昇への対策
本年４月を開始年度とする「札幌市高齢者
支援計画2018」の案では、団塊の世代が

全て75歳以上となる2025年には、要介護・要支
援認定を受ける方、サービスを利用する方共に大
幅に増加することを見込んでおり、それに伴い本
年４月以降の65歳以上の方の介護保険料基準額
を増額するとしています。
　４月以降の保険料については上昇の抑制策を講
じていますが、将来的な上昇が見込まれる中、今
後どのような対策を講じるのか伺います。

高齢者支援計画2018では、高齢者が自立
した日常生活を維持できるよう健康支援な

どに努めるとともに、要介護状態の方に対しては
医療と連携したサービスを提供し、その維持・改
善に取り組むこととしています。 
　今後も、予防・早期支援と適切なケアマネジメ
ントの推進により効果的な事業運営に努め、介護
保険制度の持続可能性を高めていきます。

■ 介護職員不足の解消
近年、本市は介護職員不足の状況にありま
すが、今後、本市の人口が減少に転じる

中、少子高齢化がますます進行して生産年齢人口
の割合も減少する見込みであり、国も2025年に
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（注１）民進党市民連合
民進党市民連合は、平成30年４月１日から会派名の表記を「民主市民連合」に
変更していますが、ここでは第１回定例会時点での会派名で記載しています。

民進党市民連合（注1）
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その他の質問
●　新たなＭＩＣＥ施設の整備
●　待機児童対策
●　医療機関における外国人対応
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■ 大規模な融雪槽の整備
市長の公約である「将来を見越した大規模
な融雪槽の設置検討」について、熱源や雪

堆積場の配置状況などを踏まえながら候補地を検
討していると聞いていますが、整備の見通しにつ
いて伺います。

雪堆積場が遠い都心周辺などの排雪作業を
効率的に行うためには、都心に近い新川水

再生プラザで未利用の下水処理水を活用し、現在
稼働中の融雪槽の能力を大幅に増強することが有
効です。来年度は基本設計を行い、できるだけ早
期に整備したいと考えています。

■ 女性活躍の推進に係る考え方
本市では、離職している子育て中の女性の
うち６割以上が就職を希望しているにもか

かわらず、有業率が４割と低いことが喫
きっ

緊
きん

の課題
です。また、女性活躍の推進にはさまざまな面か
ら取り組むことが求められており、複数の関係部
局が綿密に連携し、力強く推進していく必要があ
ります。そこで、このたびの予算案における女性
活躍の推進に係る取り組みの考え方と、今後の進
め方について伺います。

女性活躍の推進は、女性への支援に加え、
企業を後押しする環境整備、社会の意識改

革という３つの観点から一体的に取り組んでいく
考えです。また、今後は、就労や子育てを始めと
して、分野横断的に高い成果が得られるよう連携
しながら、市民の目線に立って効果的に取り組み
を進めていきます。

■ 本市への寄付拡大に向けた取り組み
本市への寄付には国際交流など12の分野
がありますが、「寄付をしても、どこにど

のように使われているか分かりにくい」との声が
寄せられることがあり、使途をより具体的に示す
など、地域貢献への満足度を高めつつ、寄付しや
すい環境づくりに努める必要があると考えます
が、いかがか伺います。
　併せて、寄付のインセンティブ（注２）向上に有
効な手だてについても伺います。

寄付しやすい環境づくりに向けては、地域
に必要とされているものを寄付し、地域に

貢献したと寄付者が感じることが重要であるた
め、使途の明確化や選択肢の拡大に努めていきま
す。
　また、寄付のインセンティブ向上には、寄付者
の思いとその成果を広く周知することも有効と考
えており、寄付物品に氏名を表示するなど、より
効果的な手法を検討していきます。

■ 丘珠空港の活性化と騒音への配慮
近年、丘珠空港の利便性の高さが改めて認
識されており、先般報告書が公表された

「丘珠空港の利活用に関する検討会議」でも、道
外と結ぶ観光や国内ビジネスなどの路線を視野に
入れた、一歩進んだ利活用策が議論されていま
す。一方、空港が活性化すると、周辺地域への騒
音などの環境影響が今以上に大きくなることが懸
念されます。そこで、丘珠空港の活性化に当た
り、周辺地域に対する騒音について、どのように
配慮していくのか伺います。

騒音への配慮については、報告書に明記さ
れているとおり、環境基準を超えることの

ないよう、引き続き騒音調査により状況を把握
し、生活環境の保全を図っていきます。

■ 北海道新幹線とトンネル工事の発生土
北海道新幹線の札幌延伸に向け、本市内で
もトンネルの発注見通しが示されるなど、

その他の質問
●　女性の活躍推進に資する子育て環境
●　働く世代のがん患者への支援
●　新さっぽろ駅周辺地区のまちづくり

（注２）インセンティブ
やる気を起こさせるような刺激、動機付けのこと。
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建設事業が本格化しています。しかし、トンネル
工事は工期短縮が難しく、計画的に施工すること
が求められ、そのためには、工事で発生する土砂
を円滑に処理することが重要です。
　また、発生土の有効利用の視点も持ちながら環
境に配慮して対応することは、市民理解を深め、
着実な建設推進に寄与します。
　そこで、発生土の取り扱いについて市民理解を
得るため、どのように取り組むのか伺います。

本市としては、発生土の取り扱いを担う鉄
道・運輸機構に対し、発生土の性質を十分

に調査・分析し、適切に取り扱うよう求めていま
す。加えて、市民理解を得るため、ニュースレタ
ーやホームページを用いて丁寧な情報提供に努
め、2030年度末の札幌延伸に向けて、着実に事
業が進むよう協力していきます。

■ 行き場の無い高齢者などへの支援
東区の共同住宅火災事故（注３）に関連し、
2015年の厚生労働省調査によると、法的

位置付けの無い同様の施設は全国に1,236あり、
そのうち本市は195を占め全国最多とのことで
す。特に本市の場合、高齢者を対象とした施設が
８割を超えているのが特徴です。これは、高齢者
や生活困窮者に対する住宅施策の貧困の表れだと
思いますが、いかがか伺います。
　また、こうした痛ましい事故をなくすために
は、公的支援策を抜本的に拡充する決断が必要だ
と思いますが、認識を伺います。

高齢者や生活困窮者の安全・安心な暮らし
の確保は、非常に大きな問題です。これら

の方々の安定した生活と居場所の確保に向けて、
支援の在り方を含め、行政としての課題と対策に

ついて検討しています。

■ 火災事故防止とケースワーカーの役割
東区の共同住宅火災事故について、再発防
止策を講じるに当たり、保護受給者の生活

実態を知り得る立場にあるケースワーカーが作成
した記録などを検証し、入居経緯を把握する必要
があると思いますが、認識を伺います。また、ケ
ースワーカーが住居を訪問した際に防災上の不備
が懸念される場合は、消防局などへ積極的に情報
提供すべきだと思いますが、いかがか伺います。

入居経緯については、既にケース記録など
を確認し把握しています。また、福祉部局

と消防部局の連携は重要であり、これまでも情報
共有してきましたが、国でも協議が進められてい
ることから、再発防止に向けて、さらなる情報共
有の在り方を検討していきます。

■ 都心アクセス道路整備の費用
都心アクセス道路を地下構造または高架構
造で整備する場合は、新たに札樽道との接

続工事なども必要となりますが、建設事業費、維
持管理費およびそれらの変動幅をどの程度見込ん
でいるのか伺います。また、本市の財政状況が楽
観視できない中、新たな道路建設による維持管理
費の増加は、公共施設の老朽化対策の遅れなどの
影響を及ぼし賛成できないと考えますが、いかが
か伺います。

建設事業費や維持管理費については、今
後、検討が進められる道路構造を踏まえて

算出されていきます。なお、検討状況について
は、進

しん

捗
ちょく

に応じて丁寧に情報提供します。
　また、老朽化対策については、中長期的な視点
で計画的に進めていきます。

■ 都心アクセス道路の効果
本市は、都心アクセス道路整備により、渋
滞の緩和、観光客の利便性向上、物流の効

率化などを図り、都市の魅力と活力向上につなげ
るとしていますが、実態を考えると、その効果は
疑問です。また、都心への車の流入を増やすアク
セス道路は、人と環境に配慮した総合的な見地か
ら検討すべきと思いますが、いかがか伺います。

その他の質問
●　子どものウインタースポーツ振興
●　多様なインバウンド受け入れ体制の整備
●　ＳＮＳを活用した児童生徒の悩み相談

（注３）東区の共同住宅火災事故
2018年１月31日の深夜、東区の「そしあるハイム」で火災が発生し、高齢者
や生活困窮者など11人が死亡、３人が負傷した事故のこと。
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らの撤退も考慮すべきと考えますが、いかがか伺
います。併せて、札幌ドームの経営は新球場建設
後も成り立つのか、見解を伺います。

球団の移転はドーム経営に極めて大きな影
響があることから、収益構造の抜本的な転

換を図るため、新たなイベント誘致に関するマー
ケティング調査およびその分析を鋭意行っていま
す。今後、新たなスポーツイベントなどの誘致に
向け、より具体的な営業活動を行うとともに、経
営削減などを含む経営改革案の検討を深めること
で、本市の財政への影響を最小限に抑えるよう努
めていきます。

■ 義務教育における教材費の負担 
義務教育は無償が前提であるにもかかわら
ず、教材費などが家庭の大きな負担となっ

ています。義務教育に関する費用は漏れなく全て
無償化すべきであり、教材費などの負担軽減を図
るべきと思いますが、いかがか伺います。

義務教育では、各学校の判断で活用する補
助教材などについて、その負担を保護者に

お願いしており、選定に当たっては、指導効果の
観点などに加え、保護者負担にも配慮していま
す。今後も精選を図るなど、保護者の負担が過重
とならないよう配慮を促します。

無所属

坂
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本
もと

　きょう子
こ

 議員

本市では、2012年１月に策定した総合交
通計画に基づき、公共交通を軸とした交通

体系を確立するとともに、適切な自動車交通や、
人と環境を重視した都心交通の実現などを目指し
ています。この中で、都心アクセス強化は、道内
の各地域や空港などの交通拠点との広域的ネット
ワークを強化する取り組みとして位置付けていま
す。

■ 球団撤退時の札幌ドームの市債残高
日本ハムファイターズは2023年に札幌ド
ームから撤退する予定ですが、札幌ドーム

には多額の借金が残っています。撤退時の借金残
高と、その返済期間について伺います。

球団が新球場の開業を予定する2022年度
末における札幌ドーム建設費に係る市債残

高は、元金約73億円、利子約26億円、合計で約
99億円と見込まれ、その返済は2032年度まで続
く予定です。なお、北海道からの補助金約26億
円が交付される予定であり、本市の実質的な負担
は約73億円となる見込みです。

■  球団撤退後の札幌ドームの経営
球団撤退後の札幌ドームは、多額の借金返
済に加え、新球場という最大の経営ライバ

ルに立ち向かっていかなければなりません。球団
撤退の一因と言われている古い経営感覚では、激
しさを増す経済変化に対応できず、ドーム経営か

その他の質問
●　オスプレイの訓練移転に伴う懸念
●　国民健康保険料の引き下げ
●　既存集合住宅での外断熱改修の促進

その他の質問
●　児童会館特例認定違反事件
●　いじめ問題の検討委員会による調査報告
●　東区の自立支援住宅の火災事件

改革
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■ 給食費の値上げと保護者の理解
家庭の経済状況にかかわらず給食を提供す
ることは、子どもの貧困問題の観点からも

大変重要です。時代の要請に逆行する給食費の値
上げはすべきではなく、保護者の理解は得られな
いと思いますが、いかがか伺います。

学校給食運営委員会（注4）での審議の結果、
食材価格の高騰などにより、値上げはやむ

を得ないとの答申がありました。今後、各学校か
ら丁寧な説明を行い、保護者の理解は得られるも
のと認識しています。

■ 重度障がいのある方への訪問介護
重度障がいのある方への訪問介護は、あら
かじめ定められた審査基準で支給量を決定

するだけではなく、個別の生活実態をより反映さ
せた非定型の支給決定を導入することが望ましい
と考えますが、いかがか伺います。

これまで実施した訪問調査結果などを踏ま
え、障がいのある方や学識経験者、事業者

などで構成される検討会議を設置し、さまざまな
観点からの意見を聞きながら、非定型の導入を含
めて支援の在り方について検討します。

■ 補装具費支給事務の迅速化
障がいのある方への車いすなどの補装具の
交付決定にかかる時間短縮に向けて、標準

処理期間を定めるとともに、理学療法士や作業療
法士など専門家の配置を充実すべきと考えます
が、いかがか伺います。

今後は、補装具業者などに対し、理学療法
士などの専門家が在籍している身体障害者

更生相談所への事前の相談を促すほか、相談所で

■ 高齢者の移動手段の確保
高齢化や単身世帯の増加により、通院や買
い物などの移動手段確保に困難が生じてい

るとの声を耳にしますが、市の認識を伺います。
　また、本市には、高齢者の生活支援を主眼とし
た移動手段の確保について、担当組織も指針とな
る計画なども存在しません。「誰もが安心して暮
らすことのできる街」を実現するためにも、まち
づくり部門や福祉部門などが連携し、担当部署を
つくるなどの取り組みを本格化すべきと考えます
が、見解を伺います。

本市では公共交通を軸とした交通体系を整
備しており、日常生活に必要な移動手段は

おおむね確保されていると認識しています。しか
し、市民に身近な路線バスについては乗務員不足
などの課題を抱えており、路線廃止などにより大
きな影響が出ることのないよう、最大限努力して
いるところです。
　このような状況のもと、今後、高齢者の移動手
段の確保に一定の工夫が必要になってくると認識
しています。国では「高齢者の移動手段の確保に
関する検討会」で制度の検討を進めており、本市
としても、国の動きを注視しながらどのような工
夫ができるか研究していきます。

その他の質問
●　創成川通の機能強化
●　ＬＧＢＴ施策
●　保育所入所に関する運用

その他の質問
●　多文化共生のまちづくり
●　丘珠空港問題に係る地元住民の声
●　石狩西部広域水道企業団事業

その他の質問
●　除排雪事業の構造改革
●　少人数学級の拡大
●　学校現場と連携した子ども支援

市民ネットワーク北海道
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の判定業務を見直すなど、迅速な支給決定に努め
ていきます。また、標準処理期間の設定について
は、他都市の状況などを踏まえ検討していきま
す。

（注４）学校給食運営委員会
学校給食に関する諸問題や、学校給食の運営に関し必要な事項について審
議することを目的に、学校長、保護者、学識経験者などで組織される委員会
のこと。
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